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盛 夏 の 候 、皆 様 に お か れ ま し て は 、ま す ま す ご 清 栄 の こ と と お 喜

び 申 し 上 げ ま す 。  

7 月 30 日 朝 、 い き な り サ イ レ ン が 鳴 り ま し た 。 つ い に 南 海 ト ラ

フ 地 震 か ？ と 緊 張 し ま し た が 、地 面 は 揺 れ ま せ ん 。携 帯 に 緊 急 地 震

速 報 も 届 き ま せ ん 。で も「 津 波 注 意 報 が 発 報 さ れ ま し た 。高 い と こ

ろ に 避 難 し て く だ さ い 」と ア ナ ウ ン ス し て い ま す 。ロ シ ア の カ ム チ

ャ ッ カ 半 島 の 地 震 に よ る 津 波 警 報 や 津 波 注 意 報 で し た 。日 本 は 岩 手

県 の 久 慈 港 で 観 測 さ れ た 1.3m の 津 波 が 最 大 の よ う で し た が 、 カ ム

チ ャ ッ カ 半 島 や 千 島 列 島 で は 5m～ 6m、ハ ワ イ で は 1.7m の 津 波 を 観

測 し て い ま す 。 5m～ 6m の 津 波 だ と 我 が 家 は 水 没 、 流 さ れ ま す 。 南 海 ト ラ フ 地 震 だ っ た ら す ぐ

に 避 難 し な い と い け な い の で し ょ う ね 。  

7 月 30 日 は 、特 異 日 で し ょ う か 。津 波 の ほ か に 、丹 波 市 で 歴 代 国 内 最 高 気 温 41.2 度 を 記 録

し ま し た（ こ れ も す ぐ に 更 新 さ れ そ う で す ）。子 供 た ち は 夏 休 み 。「 プ ー ル に 行 っ て 遊 ぼ う ！ 」。

と こ ろ が 、 そ の 丹 波 市 、 7 月 23 日 に 市 営 プ ー ル を オ ー プ ン し ま し た が 、 水 不 足 の た め 7 月 26

日 か ら 営 業 中 止 と な り ま し た 。た っ た 3 日 間 の オ ー プ ン で し た 。こ の 暑 さ の 中 プ ー ル に も 行 け

な い 。 で も 今 の 子 供 た ち は 、 ク ー ラ ー の 利 い た 家 で ゲ ー ム か も し れ ま せ ん ね (^^;)。 殺 人 的 な

暑 さ に 水 不 足 。今 年 は 、米 や 野 菜 は 育 つ の で し ょ う か 。米 に し て も 野 菜 に し て も 値 段 が 上 が る

と 生 活 を 直 撃 し ま す 。 食 料 品 の 値 段 が 高 騰 す る の は 勘 弁 し て も ら い た い で す 。  

さ て 、 8 月 5 日 ～ 7 日 ま で 第 75 回 税 理 士 試 験 が 実 施 さ れ ま す 。 私 が 講 義 し て い る 「 法 人 税

法 」は 6 日 (火 )9 時 か ら 開 始 で す 。通 勤 ラ ッ シ ュ と 暑 さ に 負 け ず 、体 調 を 整 え て 、集 中 し て 問

題 を 解 い て も ら い た い で す 。1 年 に 1 回 の 試 験 な の で 、と て も 心 配 に な り ま す 。私 ま で 緊 張 し

ま す 。 野 球 の 甲 子 園 で は な い で す が 、 税 理 士 を 目 指 す 人 に と っ て も 「 熱 い 夏 」 で す 。  

で は 、 事 務 所 だ よ り 8 月 号 を お 送 り し

ま す 。  

 

 ☆  お 知 ら せ （ 2025 年 8 月 の 税 務 ）  

 

期   限  項   目  

8 月 12 日  
 

7 月 分 源 泉 所 得 税 ・ 住 民 税 の 特 別 徴 収 税 額 の 納 付  

9 月 1 日  
 

6 月 決 算 法 人 の 確 定 申 告  

＜ 法 人 税 ・ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ・ 法 人 事 業 税 ・ (法 人 事 業 所 税 )・ 法 人 住 民 税 ＞  

 

3 月 、 6 月 、 9 月 、 12 月 決 算 法 人 ・ 個 人 事 業 者 の 3 月 ご と の 期 間 短 縮 に 係 る 確 定 申 告  

＜ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ＞  

 

法 人 ・ 個 人 事 業 者 の 1 月 ご と の 期 間 短 縮 に 係 る 確 定 申 告  

＜ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ＞  

 

1 2 月 決 算 法 人 の 中 間 申 告  

＜ 法 人 税 ・ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ・ 法 人 事 業 税 ・ 法 人 住 民 税 ＞ (半 期 分 ) 

 

消 費 税 の 年 税 額 が 400 万 円 超 の 3 月 、 9 月 、 12 月 決 算 法 人 ・ 個 人 事 業 者 の 3 月 ご と の

中 間 申 告  

＜ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ＞  

 

消 費 税 の 年 税 額 が 4,8 00 万 円 超 の 5 月 、 6 月 決 算 法 人 を 除 く 法 人 ・ 個 人 事 業 者 の 1 月

ご と の 中 間 申 告 (4 月 決 算 法 人 は 2 ヶ 月 分 ) 

＜ 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 ＞  

 

個 人 事 業 者 の 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 の 中 間 申 告  

  
 

個 人 事 業 税 の 納 付 (第 1 期 分 )（ 8 月 中 に お い て 都 道 府 県 の 条 例 で 定 め る 日 ）  

 

個 人 の 道 府 県 民 税 及 び 市 町 村 民 税 の 納 付 (第 2 期 分 ) 

（ 8 月 中 に お い て 市 町 村 の 条 例 で 定 め る 日 ）  

 

 

 ☆  今 年 の 税 制 改 正  ～ 所 得 税 編 ～   

 

今 年 は 、事 務 所 だ よ り で 税 制 改 正 の こ と を お 伝 え し て い ま せ ん で し た 。少 し 遅 く な り ま し た

が 、 ま ず は 、 個 人 の 所 得 税 か ら 主 な 内 容 を お 伝 え し ま す 。  

 

◆  基 礎 控 除 と 給 与 所 得 控 除 は 10 万 円 引 上 げ  

基 礎 控 除 は 、合 計 所 得 金 額 2,350 万 円 以 下 の 控 除 額 を 10 万 円 引 き 上 げ て 58 万 円 に 、給 与 所

得 控 除 は 55 万 円 の 最 低 保 障 額 を 65 万 円 に 引 き 上 げ 、 給 料 の 方 で あ れ ば 収 入 123 万 円 ま で 課

税 さ れ な く な り ま す 。 令 和 7 年 分 以 後 の 所 得 税 に 適 用 さ れ ま す 。 物 価 上 昇 局 面 の 税 負 担 調 整 、

就 業 調 整 へ の 対 応 措 置 と な り ま す 。  

 

◆  大 学 生 年 代 の 親 族 の 扶 養 控 除 枠 を 拡 大  

大 学 生 ア ル バ イ ト の 就 業 調 整 に 対 応 し て 19 歳 以 上 23 歳 未 満 の 子 等 で 合 計 所 得 金 額 123 万

円 以 下 、 控 除 対 象 扶 養 親 族 に 該 当 し な い も の を 有 す る 場 合 、 給 与 収 入 150 万 円 ま で は 63 万 円

を 控 除 し 、さ ら に 給 与 収 入 が 増 え る と 段 階 的 に 控 除 額 を 削 減 す る 特 定 親 族 特 別 控 除 が 、令 和 7
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異 変 ？ ヒ マ ワ リ が 元 気 な く 横 倒 し に …  

何 と か 元 気 な の を 見 つ け て 1 枚  
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年 分 以 後 の 所 得 税 に 適 用 さ れ ま す 。  

 

◆  扶 養 控 除 、 同 一 生 計 配 偶 者 の 要 件 も 引 上 げ  

基 礎 控 除 の 引 上 げ に 伴 い 、人 的 控 除 が 見 直 さ れ ま す 。扶 養 親 族 、同 一 生 計 配 偶 者 の 合 計 所 得

金 額 の 要 件 は 58 万 円 以 下 と な り 、 現 行 48 万 円 か ら 10 万 円 引 き 上 げ ら れ ま す 。  

個 人 住 民 税 も 給 与 所 得 控 除 の 見 直 し 、特 定 親 族 特 別 控 除 の 創 設 、扶 養 親 族 、同 一 生 計 配 偶 者

の 合 計 所 得 金 額 の 要 件 等 を 改 正 し 、 令 和 8 年 分 か ら 適 用 さ れ ま す 。  

 

◆  iDeCo の 拠 出 限 度 額 を 引 上 げ  

iDeCo は 加 入 年 齢 を 70 歳 未 満 に 引 き 上 げ 、 拠 出 限 度 額 は 自 営 業 者 等 の 場 合 、 月 額 7.5 万 円

（ 現 行：月 額 6.8 万 円 ）、企 業 年 金 加 入 者 の 場 合 、月 額 6.2 万 円 か ら 確 定 給 付 企 業 年 金 の 掛 金

額 及 び 企 業 型 確 定 拠 出 年 金 の 掛 金 額 を 控 除 し た 額（ 現 行：月 額 2.0 万 円 ）、企 業 年 金 未 加 入 者

は 月 額 6.2 万 円 （ 現 行 ： 月 額 2.3 万 円 ） に 引 き 上 げ 、 全 額 所 得 控 除 さ れ ま す 。  

 

◆  子 育 て 世 帯 へ の 支 援 措 置 を 1 年 継 続 ・ 拡 充  

(1) 住 宅 ロ ー ン 控 除  

住 宅 ロ ー ン 借 入 限 度 額 の 上 乗 せ 措 置 （ 認 定 住 宅 5,000 万 円 、 ZEH 水 準 省 エ ネ 住 宅 4,500

万 円 、省 エ ネ 基 準 適 合 住 宅 4,000 万 円 ）、お よ び 床 面 積 要 件 の 緩 和 措 置（ 合 計 所 得 金 額 1,000

万 円 以 下 、 40 ㎡ 以 上 ） は 令 和 7 年 限 り 適 用 さ れ ま す 。  

(2)住 宅 リ フ ォ ー ム 税 制 （ 継 続 ）  

工 事 費 用 相 当 額（ 上 限 250 万 円 ）の 10％ 相 当 額 を 所 得 税 額 か ら 控 除 す る 措 置 が 令 和 ７ 年

限 り 適 用 さ れ ま す 。  

(3) 生 命 保 険 料 控 除 （ 拡 充 ）  

新 生 命 保 険 料 に 係 る 一 般 生 命 保 険 料 控 除 は 、23 歳 未 満 の 扶 養 親 族 の あ る 場 合 、令 和 8 年

分 の 適 用 限 度 額 を 6 万 円 （ 現 行 4 万 円 ） に 引 き 上 げ ま す （ 合 計 適 用 限 度 額 12 万 円 ） 。  

 

 

 ☆  今 年 の 税 制 改 正  ～ 法 人 税 編 ～   

 

◆  中 小 企 業 者 等 の 軽 減 税 率 の 特 例 は 2 年 延 長  

中 小 企 業 者 等 の 法 人 税 率 は 所 得 金 額 800 万 円 以 下 に つ い て 15％ と さ れ て い ま す 。 こ の 軽 減

税 率 の 適 用 期 限 を 2 年 延 長 し た う え で 、 所 得 金 額 が 年 10 億 円 を 超 え る 事 業 年 度 に つ い て は 、

税 率 を 17％ に 引 き 上 げ ま す 。  

中 小 企 業 者 等 の 800 万 円 超 の 部 分 に 係 る 法 人 税 率 や 中 小 企 業 者 等 以 外 の 法 人 に つ い て は

23.2％ で す 。  

中 小 企 業 者 等 と は 、資 本 金 が 1 億 円 以 下 で 大 規 模 法 人（ 資 本 金 が 1 億 円 超 の 法 人 ）に 支 配 さ

れ て い な い 法 人 を い い ま す 。  

 

◆  中 小 企 業 投 資 促 進 税 制 は 2 年 延 長  

中 小 企 業 投 資 促 進 税 制 は 、 適 用 期 限 を 2 年 延 長 し ま す 。  

中 小 企 業 投 資 促 進 税 制 と は 、 中 小 企 業 者 等 が 新 品 の 機 械 装 置 等 を 取 得 し た 場 合 に 30％ の 特

別 償 却 か 7％ の 税 額 控 除 が で き る と い う も の で す 。  

対 象 と な る 資 産 は 、  

①  機 械 装 置 （ 取 得 価 額 160 万 円 以 上 ）  

②  測 定 工 具 及 び 検 査 工 具 （ 取 得 価 額 120 万 円 以 上 ）  

③  ソ フ ト ウ ェ ア （ 取 得 価 額 70 万 円 以 上 ）  

④  一 定 の 貨 物 運 送 用 自 動 車 （ 車 両 総 重 量 3.5 ト ン 以 上 ）  

で い ず れ も 新 品 で な け れ ば い け ま せ ん 。  

 

◆  売 上 100 億 超 を 目 指 す 中 小 企 業 の 支 援 措 置  

中 小 企 業 経 営 強 化 税 制 は 、中 小 企 業 者 等 が 特 定 経 営 力 向 上 設 備 等 を 取 得 し た 場 合 に 特 別 償 却

ま た は 税 額 控 除 が で き る 制 度 で す 。 適 用 期 限 を 2 年 延 長 し た う え で 対 象 に 売 上 高 100 億 円 超

を 目 指 し 、 一 定 の 要 件 を 満 た す 中 小 企 業 の 設 備 投 資 を 追 加 し ま す 。 う ち 建 物 お よ び 附 属 設 備

（ 合 計 額 1,000 万 円 以 上 ）の 特 別 償 却 率 と 税 額 控 除 率 は 、供 用 年 度 の 給 与 増 加 割 合 が 2.5％ 以

上 の 場 合 、 そ れ ぞ れ 15％ と 1％ 、 給 与 増 加 割 合 が 5％ 以 上 の 場 合 、 そ れ ぞ れ 25％ 、 2％ と し ま

す 。 ほ か に A 類 型 は 経 営 向 上 指 標 を 見 直 し 、 B 類 型 は 投 資 利 益 率 を 7％ 以 上 に 引 き 上 げ 、 C 類

型 の デ ジ タ ル 化 設 備 、暗 号 資 産 マ イ ニ ン グ 業 の 設 備 は 対 象 か ら 除 外 し 、新 た に 食 品 等 事 業 者 の

設 備 が 適 用 対 象 と な り ま す 。  

 

◆  地 域 未 来 投 資 促 進 税 制 を 3 年 延 長  

地 域 未 来 投 資 促 進 税 制 は 、地 域 経 済 牽 引 事 業 の 促 進 区 域 内 で 特 定 事 業 用 機 械 等 を 取 得 し た 場

合 に 特 別 償 却 ま た は 税 額 控 除 が で き る 制 度 で す 。適 用 期 限 を 3 年 延 長 し 、機 械 装 置 及 び 器 具 備

品 の 特 別 償 却 率 を 35％ （ 現 行 40％ ） に 引 き 下 げ 、 規 模 要 件 を 1 億 円 以 上 （ 現 行 2,000 万 円 以

上 ） 、 前 年 度 の 減 価 償 却 費 の 25％ 以 上 に 引 き 上 げ た う え で 特 別 償 却 率 50％ 、 税 額 控 除 率 5％

と す る 上 乗 せ 措 置 の 対 象 設 備 に 新 た な 類 型 を 追 加 し ま す 。  

 

◆  企 業 版 ふ る さ と 納 税 を 3 年 延 長  

企 業 版 ふ る さ と 納 税 制 度 は 、国 が 認 定 し た 地 域 再 生 計 画 に 位 置 付 け ら れ る 地 方 公 共 団 体 の 地

域 創 生 プ ロ ジ ェ ク ト に 対 し て 企 業 が 寄 附 を 行 っ た 場 合 に 、法 人 関 連 税 か ら 税 額 控 除 等 す る も の

で す 。  

企 業 は 、法 人 税 で は 寄 附 額 全 額 を 損 金 に 算 入 し て 約 3 割 の 税 額 が 軽 減 さ れ 、4 割 は 法 人 住 民

税 の 税 額 控 除 と な り 、2 割 は 法 人 事 業 税 の 税 額 控 除 を 受 け る の で 、法 人 の 自 己 負 担 は 1 割 で 地

方 創 生 プ ロ ジ ェ ク ト を 応 援 す る こ と が で き ま す 。  

一 方 、地 方 再 生 計 画 の 認 定 が 取 消 さ れ る 不 適 切 事 案 が 発 生 し た た め 、寄 附 活 用 事 業 の 執 行 上

の チ ェ ッ ク 機 能 の 強 化 や 活 用 事 業 の 透 明 化 等 を 措 置 し た う え で 適 用 期 限 を 3 年 延 長 し ま す 。  

兵 庫 県 で は 、「 第 2 期 兵 庫 県 ま ち・ひ と・し ご と 創 生 推 進 計 画 」の も と 、「 大 学 の 教 育 環 境

の 充 実 コ ー ス 」 「 ち い さ な い の ち を 大 切 に コ ー ス 」 な ど 16 の プ ロ ジ ェ ク ト が 対 象 と な っ て い

ま す 。各 地 方 公 共 団 体 で 計 画 が 認 定 さ れ て い ま す の で 、興 味 の あ る 方 は『 企 業 版 ふ る さ と 納 税

ポ ー タ ル サ イ ト 』 を ご 覧 に な っ て は い か が で し ょ う か 。  


